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決算特別委員会の様子

　平成 30 年第 3 回定例会は、9 月 19 日から 10 月 29 日までの 41
日間にわたって開会されました。
　今定例会では、平成 29 年度一般会計及び 3特別会計決算等の審
議が行われ、決算 4件を認定したほか、区長提出議案 12 件を可決、
議員提出議案は 2件を可決、3件を否決し、報告 1件を了承しました。
　請願・陳情は、2件を採択、3件を不採択、新たに 4件を閉会中
の継続審査としました。

特別区税
321億 6,654万円 (26.8%）
特別区民税、軽自動車税、特別区たばこ
税、狭小住戸集合住宅税

地方譲与税

地方消費税交付金

特別区交付金

分担金及び負担金

使用料及び手数料

国庫支出金

都支出金

諸収入

特別区債

その他

95億7,739万円 (8.0%)

36億 7,571万円 (3.1%)
各種貸付金の元利収入、受
託事業収入など

32億 640万円 (2.7%)
施設の建設経費を賄うために
国などから借り入れる資金

利子割交付金、配当割交付金、地
方特例交付金、自動車取得税交付
金、基金繰入金、繰越金など

93億641万円 (7.7%)

206億9,072万円 （17.2%）

34億98万円 （2.8%）

11億 8,520万円 （1.0%）

76億 7,680万円 (6.4%)

4億 2,898万円 (0.4%）

287億9,912万円 (24.0%)
都区間・区間相互の財源の均
衡化を図り、特別区の効率的・
自主的な運営を確保すること
を目的として交付されるもの

議会費
区議会の運営などの経費
6億 7,338万円 （0.6%）

総務費
124億 3,704万円 (10.6%)
戸籍事務、区民事務所運営、
防災対策などの経費

福祉費
490億 1,691万円 (41.8%)
高齢者・障害者福祉、生活保護、
保育園の運営などの経費

衛生費
35億8,643万円 (3.1%)
各種健康対策、保健所の運営
などの経費

環境清掃費 39億3,477万円 (3.4%)
廃棄物収集、リサイクル推進、環境保
全事業などの経費

都市整備費
まちづくり、区営区立住宅の管理などの経費

49億 268万円 (4.2%）道路、公園などの整備、自転車対策、
緑化推進などの経費

文化商工費

文化・芸術、商店街・中小企業
の振興などの経費

40億 3,896万円 (3.4%)

教育費

小中学校、幼稚園、図書館
の運営などの経費

97億 4,723万円 (8.3%)

公債費

特別区債の元利償還などの経費
46億 466万円 （3.9%）

諸支出金
各種基金への積立金、特別会計への
繰出金などの経費

175億 1,015万円 (14.9%)

一般会計
歳出決算額

1,172億8,633万円1,201億1,425万円

（100.0%）（100.0%）

一般会計
歳入決算額

土木費68億3,411万円 (5.8%）
※数値については、単位未満を四捨五入して
あるため、総数と一致しない場合があります。

一般会計歳入歳出決算の内訳

議案等の審議結果一覧
　　………………… 2 面
区政のここが聞きたい
～一般質問（要旨）～
　　…………… 3 ～ 6 面
常任委員会Ｑ＆Ａ
決算特別委員会
　　…………… 7 ～ 8 面

可
決
し
た
意
見
書
等

 

（
要
旨
）

住
民
票
の
除
票
及
び
戸
籍
の
附
票
の

除
票
の
保
存
期
間
の
延
長
を
求
め
る

意
見
書

出
産
・
子
育
て
で
不
利
に
な
ら
な
い

社
会
構
築
の
た
め
の
意
見
書

要
請
書
を
送
付
し
ま
し
た

ア
メ
リ
カ
合
衆
国
の
臨
界
前
核
実
験

に
断
固
抗
議
す
る
と
と
も
に
、
全
世

界
の
核
兵
器
廃
絶
へ
の
取
組
み
を
求

め
る
要
請
書

　

不
動
産
登
記
簿
で
は
所
有
者
の
特

定
は
住
所
と
氏
名
の
み
で
な
さ
れ
る

た
め
、
住
民
票
の
情
報
が
最
も
重
要

で
あ
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
住
民
票

の
除
票
及
び
戸
籍
の
附
票
の
除
票
に

つ
い
て
は
、
５
年
を
超
え
た
保
存
は

法
的
に
義
務
付
け
ら
れ
て
お
ら
ず
、

核
家
族
化
や
単
身
独
居
化
が
進
ん
で

い
る
現
在
、
５
年
の
保
存
で
は
転
居

履
歴
を
十
分
に
追
え
ず
、
土
地
等
の

所
有
者
が
不
明
に
な
っ
て
し
ま
う
。

　

よ
っ
て
、
豊
島
区
議
会
は
、
次
の

事
項
の
実
現
を
強
く
求
め
る
。

１　

住
民
基
本
台
帳
法
施
行
令
第
34

条
第
１
項
に
定
め
る
住
民
票
の
除
票

及
び
戸
籍
の
附
票
の
除
票
の
保
存
期

間
を
現
行
の
５
年
か
ら
150
年
程
度
に

延
長
す
る
こ
と
。

２　

住
民
基
本
台
帳
法
施
行
令
改
正

ま
で
の
期
間
、
各
自
治
体
に
お
い
て

除
票
の
廃
棄
が
進
行
し
な
い
よ
う
、

廃
棄
作
業
を
当
面
凍
結
す
る
よ
う
各

自
治
体
に
通
達
す
る
こ
と
。

（
衆
・
参
議
院
議
長
、
内
閣
総
理
・

総
務
・
法
務
・
農
林
水
産
・
国
土
交

通
大
臣
あ
て
）

　

学
校
法
人
東
京
医
科
大
学
内
部
調

査
委
員
会
は
、
２
０
１
８
年
８
月
７

日
、
長
年
に
わ
た
っ
て
、
受
験
者
が

女
性
で
あ
る
こ
と
の
み
を
理
由
と
し

て
差
別
す
る
点
数
操
作
を
行
っ
て
い

た
こ
と
を
明
ら
か
に
し
た
。

　

世
界
経
済
フ
ォ
ー
ラ
ム
が
発
表
し

た
各
国
に
お
け
る
男
女
格
差
を
測
る

ジ
ェ
ン
ダ
ー
・
ギ
ャ
ッ
プ
指
数
２
０

１
７
に
よ
る
と
、
日
本
の
順
位
は
144

カ
国
中
114
位
で
、
前
年
の
111
位
か
ら

さ
ら
に
後
退
し
て
い
る
。
特
に
、
政

治
分
野
等
、
指
導
的
立
場
に
あ
る
女

性
や
、
研
究
者
・
科
学
者
等
、
専
門

職
の
女
性
割
合
が
低
い
こ
と
が
指
摘

さ
れ
て
い
る
。

　

東
京
医
大
女
子
減
点
問
題
に
端
を

発
し
、
あ
ら
ゆ
る
分
野
で
、
女
性
が

出
産
・
子
育
て
を
理
由
に
機
会
損
失

や
不
利
益
取
扱
い
が
生
じ
て
い
な
い

か
改
め
て
検
証
を
行
う
必
要
が
あ
る

と
考
え
る
。

　

よ
っ
て
、
豊
島
区
議
会
は
、
国
に

対
し
、
各
分
野
に
お
い
て
、
出
産
・

子
育
て
で
不
利
に
な
ら
な
い
社
会
構

築
の
た
め
の
対
応
を
強
化
し
、
性
別

に
よ
ら
ず
に
個
々
の
能
力
が
十
分
に

発
揮
さ
れ
、
そ
れ
ぞ
れ
の
職
務
を
全

う
で
き
る
環
境
整
備
と
意
識
改
革
の

た
め
の
実
効
性
の
あ
る
施
策
を
実
施

す
る
こ
と
を
強
く
要
望
す
る
。

（
衆
・
参
議
院
議
長
、
内
閣
総
理
・

厚
生
労
働
・
内
閣
府
特
命
担
当
大
臣

（
男
女
共
同
参
画
）
あ
て
）

　

平
成
30
年
10
月
12
日
、
ア
メ
リ
カ

合
衆
国
に
対
し
、
要
請
書
を
送
付
い

た
し
ま
し
た
。


